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 はじめに   

館山市では、子ども達の健やかな成長と、保護者の方が子育てを楽しみながらも社会の担

い手として活躍できる環境を整えるため、安房地域で初となる認定こども園として、平成 21

年４月に房南こども園を開園し、平成 25年４月には船形こども園、九重こども園を開園する

など、幼保連携型こども園化を推進してきました。平成 26年度から老朽化した北条幼稚園の

建替え移転が行われ、平成 28年９月に現在の北条幼稚園園舎が竣工しました。近接の中央保

育園は３歳児までの保育となっており、４・５歳児の保育ニーズに対応するため、平成 29年

４月からは幼稚園型の預かり保育を開始しましたが、乳幼児の保育と幼稚園教育が一体的に

実現できていないため、幼児教育の充実や保護者の送迎などで課題が内在しています。 

この課題を解消し、更に、多様な子ども・子育て支援事業の提供を可能とするため、民間事

業者の能力を活用しながら幼保一元化を行うこととしました。 

こうした背景から、北条幼稚園を公私連携幼保連携型認定こども園として整備し、自ら運

営する法人（以下、「運営法人」といいます。）を募集します。 

 

※ 本事業に係る館山市予算が成立しない場合や、保育所等整備交付金または認定こども園

施設整備交付金の対象事業とならなかった場合には事業化されません。このことにより応募

した法人が損害を被ったとしても館山市は一切その責を負いませんので、応募される法人に

おいてはこの点についてあらかじめご承知おきください。 

 

 

１．基本的事項   

（１）運営形態 

「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」（平成

18 年法律第 77号。以下、「認定こども園法」といいます。）第 34 条に定める公私連携

幼保連携型認定こども園とします。 

（２）開園予定日 

令和７年４月１日 

（３）移行対象施設在園児への配慮 

現在、館山市が運営している「館山市立北条幼稚園」及び「館山市立中央保育園」

（以下、「移行対象施設」といいます。）の在園児については、運営法人の設置する公私

連携幼保連携型認定こども園（以下、「新設こども園」といいます。）へ移行することと

します。ついては、移行対象施設の在園児のうち、新設こども園への通園を希望する

者は、障がいのある子ども等配慮の必要な子どもを含め、新設こども園に入園させて

ください。 
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施設名（所在地） 定員 
在園児実績 

R元 R2 R3 R4 

中央保育園（北条 606-1） 100人 77人 78人 74人 74人 

北条幼稚園（北条 402-2） 180人 139人 126人 117人 110人 

                              各年度 10/1現在 

（４）園舎 

   既存の北条幼稚園舎等の敷地内にある施設は、貸付けに関する契約を締結したうえ

で利用できます。賃料は無償とします。既存園舎のみでは想定する定員を確保でき

ないため、運営法人により、新たに施設の建築及び整備（保育棟の建築及び給食室

の整備を想定）を要します。 

 

 

２．施設の整備について   

（１）建設用地 

① 所 在 地 千葉県館山市北条 402-2（別紙-図１位置図参照） 

② 面   積 約 1,192㎡（GIS による保育棟建築用地面積） 

③ 土地の状況 現況：更地・一部アスファルト舗装、コンクリート舗装、煉瓦敷あり 

形状：ほぼ長方形（別紙-図２形状図参照） 

④ 用途地域等 第一種住居地域（建ぺい率 60％、容積率 200％） 

 

（２）園舎等 

新たに建築する園舎は、運営法人が所有することとし、「幼保連携型認定こども園の

学級の編成、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 26年千葉県条例第

41号）」に定める設備の基準及び以下の要件を満たすものとしてください。 

① 認定こども園法第２条第 12 項に規定する「子育て支援事業」の用に供する専用の

部屋を設けることとします。 

② 給食施設を設け、３歳未満児に自園調理による給食を提供できるようにすることと

します。なお、３歳以上児については、市と運営法人の協議が整った場合に限り、館

山市学校給食センターからの外部搬入が可能となります。その場合においても館山

市学校給食センターの非稼働日（夏休み等）については、事業者の責任において給食

の提供を行うこととします。 

③新たに建築する園舎は運営法人の所有となりますが、同一敷地内に館山市所有の既

存園舎が存在しますので、所有権保存登記に配慮した設計としてください。 

④ 送迎用の駐車場は、館山市が指定するものを使用することとします。 
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３．建設用地となる土地及び既存園舎等の貸付条件について   

（１）土地について 

① 30年間を限度とする事業用定期借地権設定契約を締結します。この契約には、契約

の更新及び建物の築造による存続期間の延長がなく、建物の買い取り請求をしない

こととする特約を定めます。契約の締結に必要な公正証書の作成手数料及び登記に

必要な印紙代等の費用は、全て運営法人の負担とします。 

② 貸付期間には、園舎等の建設及び解体にかかる期間を含みます。 

③ 土地の賃料は、無償とします。 

④ 建設用地の全てを認定こども園のために利用してください。ただし、認定こども園

と一体的に実施することが望ましいとして市長が認める事業については、この限り

ではありません。 

 

（２）既存園舎について 

既存の北条幼稚園舎等の敷地内にある施設は、貸付けに関する契約を館山市と締結

したうえで利用できます。賃料は無償とします。ただし、園舎の形状の変更が必要

となり、形状変更する際に当該施設整備に係る補助金（学校施設環境改善交付金）

の国庫返還等が生じた場合には、運営法人に負担していただきます。 

     

 

４．協定について   

（１）館山市と運営法人は、認定こども園法第 34条第２項に定める協定を締結します。 

（２）協定の有効期間は、令和７年４月１日から令和 32年３月 31日までの 25年間としま

す。なお、園舎等の建設及び解体にかかる期間は、協定の期間から除きます。 

（３）協定に定める事項は、５年ごとを目安に市と運営法人とで協議を行い、必要に応じ 

て見直しを行います。 

 

 

５．新設こども園の運営に係る諸条件について   

（１）運営全般 

① 本市の幼児教育・保育をよく理解し、本市の教育・保育行政に積極的に協力できる

こととします。 

② 千葉県、東京都、神奈川県、埼玉県内又は茨城県内において保育園、認定こども園

又は幼稚園を運営中であることとします。 
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③ 障がいのある子どもや外国につながる子どもなどの配慮の必要な子どもを、市と協

議の上で受け入れ、一人ひとりの状態に応じた教育・保育を提供することとします。 

④ 施設の運営にあたっては、保護者及び児童の宗教活動の多様性に配慮することとし

ます。 

⑤ 苦情解決の仕組みを整備することとします。 

（２）教育・保育の対象児童 

① １号認定子ども ３歳児から５歳児まで 

② ２号認定子ども ３歳児から５歳児まで 

③ ３号認定子ども ０歳児から２歳児まで 

（３）定員 

原則として、定員は 280 人以内とします。認定区分ごとに概ね以下に掲げる人数と

し、２号・３号認定子どもの合計数が 160 人程度となるように設定してください。な

お、準備期間として、開園の翌々年度まで定員を下回る受け入れ人数とすることがで

きます。ただし、その場合でも、移行対象施設から入園してくる子どもは受け入れてく

ださい。 

 

①  １号認定子ども 120人程度（内、３歳児は１０人程度） 

②  ２号認定子ども  85人程度 

③  ３号認定子ども 75人程度 

定員については、令和 7 年度を初年度とする次期「子ども・子育て支援事業計画」策

定の際のニーズ量調査の結果により変更する場合があります。 

（４）休園日 

日曜日、祝休日、年末年始（12月 29日から翌年の１月３日まで）を原則として、運

営法人が定めてください。 

（５）教育・保育の時間 

開園時間を午前７時から午後７時までの 12時間を原則とし、次の事項に留意して運

営法人が定めてください。 

① 保育標準時間 午前７時 30分から午後６時 30分までを基本とします。 

② 保育短時間 １日あたり８時間とします。 

③ 教育時間 １日あたり５時間を基本とします。 

（６）給食 

① ３歳未満児に自園調理による給食を提供できるようにすることとします。なお、３

歳以上児については、市と運営法人の協議が整った場合に限り、館山市学校給食セ
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ンターからの外部搬入が可能となります。その場合においても館山市学校給食セン

ターの非稼働日（夏休み等）については、事業者の責任において給食の提供を行うこ

ととします。 

② 食物アレルギー等に配慮し、個々の子どもの状況に応じた給食を提供することとし

ます。 

③ 食育を推進することとします。 

（７）職員 

① 園長は専従且つ常勤とし、認定こども園法施行規則第 12 条に規定する園長の資格

を満たす者を配置することとします。 

② 全ての学級に、常勤の保育教諭（主幹保育教諭、指導保育教諭を含む。）を１人以上

配置することとします。 

③ 障がいのある子どもなど、特別な配慮が必要な子どもの受け入れのために必要な加

配の職員を適切に配置すること。ただし、看護師の配置を義務付けるものではあり

ません。 

④ 「子育て支援事業」を担当する専任の職員を配置することとします。 

⑤ 職員の能力向上を図るため、必要な研修を実施することとします。 

（８）教育・保育の内容 

① 幼保連携型認定こども園教育・保育要領を基本とし、運営法人の理念等を活かした

教育・保育を実施することとします。 

② 教育・保育内容の継続性に留意し、市と協議しながら「館山市園共通カリキュラム」

を参考とした教育・保育の実施に努めることとします。 

（９）地域子ども・子育て支援事業 

子ども・子育て支援法第 59条に規定する地域子ども・子育て支援事業について、延

長保育事業及び一時預かり事業の幼稚園型Ⅰについては必須とします。その他の事業

については、運営法人の意欲に基づいて積極的に取り組んでください。 

（10）移行に向けた協議と引き継ぎの実施について 

① 令和５年度から、移行対象施設の保護者、運営法人、市の３者による新設こども園

への移行に向けた協議（三者協議）を定期的に行います。移行後の教育・保育内容や

新設こども園の運営体制を始めとした様々なことについて話し合いを行い、合意形

成を図ります。 

② 新設こども園への移行の１年前から、園長予定者や主任保育教諭予定者を中心に、

移行対象施設との間で引継ぎを行います。 

また、３ヶ月程度、移行対象施設において担任予定保育教諭を交えた共同保育を行

い、子どもたち一人ひとりの状況把握や、信頼関係の構築を図ります。 
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（11）建設費等の財政負担について 

運営法人の施設整備に対する、市からの財政支援は「保育所等整備交付金」「保育所

整備促進事業補助金（県事業）」及び「千葉県認定こども園施設整備交付金」の採択が

得られることを条件とし、それぞれのルールに基づいた計算により得られる額を上限

とします。 

 

    

６．スケジュールについて  

日 程 内 容 

【令和４年度】 

３月 13日（月） 応募書類の提出締め切り 

３月 16日（木）予定 資格審査、書類審査及び結果連絡 

３月 22日（水） プレゼンテーション審査会及び結果連絡 

３月 24日（金） 現地調査 

現地調査後 1週間以内 運営法人の決定と選定結果の通知・公表 

【令和５年度】 

令和５年４月～５月 公私連携協議 

令和５年６月頃 公私連携協定締結 

令和５年７月頃 ３者協議開始（市、設置者、移行対象施設保護者） 

令和５年８月 国交付金等協議書提出 

令和５年 10月 国交付金等内示 

【令和６年度】 

令和６年４月～ 引き継ぎ開始 

令和６年度 整備工事 

令和７年１月頃～ 共同保育開始 

【令和７年度】 

令和７年４月 本件募集の認定こども園開園 

   ※日程は現時点の予定ですので、変更となる場合があります。 

 

 

７．応募資格について   

学校法人又は社会福祉法人の法人格を有し、次の要件を全て満たすものとします。 

① 認定こども園法第 17条第２項各号に掲げる事項に該当しないこととします。 

② 子ども・子育て支援法第 40条第２項に規定する同法第 31条第１項の申請をするこ
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とができない者に該当しないこととします。 

③ 幼稚園、保育所又は認定こども園の運営実績を、本公募の申請時点で１年以上有す

ること、または、児童福祉法第 18条の６に規定する指定保育士養成施設を運営して

いることとします。 

④ 暴力団の排除に関する以下の事項に該当しないこととします。 

イ  運営法人の役員が暴力団員等（館山市暴力団排除条例第２条第３号に規定する

暴力団員等をいう。以下同じ。）であると認められるものであることとします。  

ロ  暴力団（館山市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められるものであること

とします。  

ハ 運営法人の役員が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしたと

認められるものであることとします。  

ニ  運営法人の役員が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜

を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは

関与していると認められるものであることとします。  

ホ 運営法人の役員が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるものであることとします。  

 

 

８．応募手続きについて   

（１）提出書類 

① 応募書類チェックリスト 

② 応募書類チェックリストに記載された書類（様式１～４及び添付書類） 

 ※本市が必要と判断したときは、追加書類の提出を求める場合があります。 

 （２）提出部数 

① 正本及び副本（原本の写し） 各１部 

② 応募書類チェックリストで指定したナンバーのインデックスを付け、それぞれＡ４

ファイルに綴じて提出してください。Ａ３判の書類は片袖折りにて綴じてください。

また、ステープラー等は使用しないでください。 

 （３）提出方法   

持参または郵送してください。持参の際はあらかじめご連絡ください。 

 （４）提出期限  令和５年３月１３日（月）午後５時まで（必着） 

 （５）その他の留意事項 

① 提出された応募書類等は返却しません。 
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② 応募に関して必要となる費用は、すべて応募者の負担となります。 

③ 応募書類に不備等があるときは、書類の再提出または補正を行ってください。 

  原則として、提出期限後の再提出や補正は認めません。 

④ 追加資料の提出を求める場合があります。 

⑤ 指定様式に書ききれない場合は、別葉の添付に変えてかまいません。 

   ⑥ 応募に関する質問がある場合は、電子メールにて質問してください。電話による質

問は、原則として受け付けません。質疑の内容について本市のウェブページに公開

する場合があります。 

   ⑦ 建設用地を現地確認したい場合は、ご希望日の７日以上前までに電子メールにてお

問い合わせください。 

 

 

９．審査ついて   

（１）審査方法 

  ① 書類審査 

    応募書類をもとに審査を行います。応募多数の場合は、書類審査によって４法人

程度に絞ったうえで、次の②の審査に進み、さらに２法人程度に絞り、③の審査に進

みます。 

② プレゼンテーション審査 

   事業計画についてプレゼンテーションを行った後、選定委員及び審査協力者によ

る質疑応答を行います。運営責任者及び園長予定者は必ず出席してください。人数

は原則として３名までとします。コンサルタント等の出席は認めません。 

③ 現に運営する施設の現地調査 

  現地調査を行う施設は、園長予定者が現に勤務する施設を原則とします。園長予

定者が現に勤務する施設がない場合（応募法人の運営する施設ではない場合を含む）

は、この限りではありません。 

 

 （２）審査項目 

項目 審査の観点の例示 

運営法人に関する事項 応募動機、法人の理念や運営状況、園長予定者の識見等 

施設整備・施設運営に 

関する事項 

整備計画、公立施設の教育・保育の引き継ぎや市との連

携・協力について、配慮の必要な子どもへの対応、職員の

確保・処遇等 

新設こども園の運営に 

関する事項 

保護者負担の内容、子育て支援事業等の取り組み、給食、

安全管理、職員研修等 

その他の事項 地域や周辺住民との関わり、小学校との接続等 
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（３）選定結果の通知と公表 

選定結果は、全ての応募者に対し文書で通知します。また、運営法人に決定した法人

名を公表します。なお、審査の結果、いずれの法人も市の設定する基準に達しない場合

は、運営法人の決定を行わない場合もあります。 

 

 

10．館山市の教育・保育について  

館山市の教育・保育施設で実施する乳幼児期の教育・保育の基本となるものとして『館山

市園共通カリキュラム』を策定しています。 

基本理念、教育・保育目標及び方針や全体的な計画、年齢ごとの年間指導計画等を記載し

ています。館山市の公式ホームページにて内容をご確認ください。 

 

https://www.city.tateyama.chiba.jp/kodomo/page100084.html 

 

 

問い合わせ・書類提出先  

 〒294-8601 

  千葉県館山市北条１１４５番地１ 

  館山市 教育部 こども課 幼保係 

  ＴＥＬ：0470-22-3496   ＦＡＸ：0470-23-3115 

  E-Mail：kodomo@city.tateyama.chiba.jp 

（１通のメールの容量は、メール本文と添付ファイルを合わせて１０ＭＢまでです。） 

 

 

https://www.city.tateyama.chiba.jp/kodomo/page100084.html
mailto:kodomo@city.tateyama.chiba.jp

